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はじめに

公共工事の品質確保に当たっては，調査および

設計の品質確保が重要な役割を果たしており，

「公共工事の品質確保の促進に関する法律」（平成

１７年法律第１８号）第３条第７項においても，その

旨が明記されています。

また，同法第８条第１項に基づく「公共工事の

品質確保の促進に関する施策を総合的に推進する

ための基本的な方針」（平成１７年８月２６日閣議決

定）において次のように記載され，公共工事の発

注者に対して，調査・設計にかかる成績評定要領

の標準化と業務実績等の共有データベース化が努

力義務として掲げられています。

「発注者は，…業務の履行過程及び業務の成果

を的確に評価し，成績評定を行うものとする。成

績評定の結果は，業務を遂行するのにふさわしい

者を選定するに当たって重要な役割を果たすこと

から，国と地方公共団体との連携により，調査・

設計の特性を考慮した評定項目の標準化に努める

とともに，発注者は，業務内容や成績評定の結果

等のデータベース化を進めるよう努めるものとす

る。」

これを受けて，国土交通省大臣官房官庁営繕部

では，国（各省各庁），都道府県および政令市が

共通して利用可能な建築設計委託業務成績評定要

領の原案（以下「共通原案」という）を作成する

とともに，各機関の業務実績や成績評定結果を共

有することができるデータベースの構築を推進し

ています。

設計業務成績評定の標準化の
検討経緯について

設計業務成績評定の標準化については，国の機

関により構成される中央官庁営繕担当課長連絡調

整会議幹事会と，国土交通省と都道府県および政

令市により構成される全国営繕主管課長会議の幹

事会において，平成１７年度から２カ年にわたる検

討が行われ，平成１８年度末までに共通原案がとり

まとめられました。

共通原案の構成等

共通原案は，次の三つで構成されています。

! 建築設計等委託業務成績評定要領作成指針

" 標準採点表の運用について

# 標準採点表

このうち，上記!は各機関が設計業務等の成績

評定を行う際の基本的なルール（要領）を定める

ための指針となるもので，要領に盛りこむべき

「標準的な項目」（目的，評定の対象，評定者，評

建築設計業務成績評定要領の
標準化と業務実績等の共有

データベース化の推進について

（前）国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課
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定の方法，評定の時期，評定の結果の通知，評定

の修正，説明請求等，再説明請求等）と各項目に

対する「記載の考え方」をまとめたものです。

また，上記"は「標準採点表」の成り立ち（評

価項目，評価細目，評定点の種別）と，その利用

（採点者，評定点の算出方法）について記載して

います。

また，上記#の「標準採点表」は，各機関の成

績評定に直接利用できるように表計算ソフトで作

成されています。

共通原案に基づく成績評定の
考え方

共通原案に基づく成績評定の考え方は次のとお

りです。

! 成績評定の目的，評定者，評定時期

成績評定は，「設計等委託業務の品質確保」を

目的として，対象業務の監督（調査）を行う職員

および検査を行う職員が，業務（検査）完了後速

やかにこれを行うこととしています。

" 成績評定結果の通知，説明請求等

成績評定結果は，対象業務の受注者に遅滞なく

通知することとし，通知を受けた者は通知内容に

ついての説明請求と，説明内容に対する再説明請

求ができることとしています。

# 成績評定の方法

成績評定は標準採点表を用いて行うこととして

います。その内容は次のとおりです。

今回の標準採点表の一つの特徴として，評価項

目を基礎的な内容に関する項目（以下「基礎項

目」という）と創意工夫に関する項目（以下「創

意工夫項目」という）に区分したことが挙げられ

ます。

建築の設計には，計算や製図などの技術的な側

面と，空間構成や外観デザインなど創意工夫を要

する創造的な側面が含まれますが，単純な外壁補

修の設計など，業務によっては創造的な側面が著

しく小さいものがあります。これまでの，（評価

項目を区分しない）従前の採点表では，そういっ

た業務（創意工夫の余地の小さい業務）の採点を

行う場合，そもそも創意工夫項目が評価できない

ために点数が低く出てしまうという問題が生じて

いました。今回，評価項目を基礎項目と創意工夫

項目の二つに区分し，そういった業務については

創意工夫項目を採点せず，基礎項目のみで評価す

ることとしたのは，このような問題に配慮しての

ことです。

! 評価項目

成績評定結果の共有化のため，評価項目および

配点は各機関で「横並び」としました（表―１参

照）。なお，各機関において独自の評価項目の追

加を可能としていますが，成績評定結果の共有化

のためには，追加項目の点数と，表―１の評価項

目の点数とは別々に集計する必要があります。仮

にそれらを合算してしまうと，項目の追加を行っ

た機関と行わなかった機関で評定点の持つ意味が

違ってしまうからです。

" 評定点の種別

標準採点表（表計算ソフトにより作成）を用い

て採点を行うと，業務評定点（総合点および基礎

点）および管理技術者評定点が集計・表示されま

す。各評定点の定義は次の a～cのとおりです。

a 総合点：基礎項目および創意工夫項目の得点

から求められる評定点

b 基礎点：基礎項目の得点から求められる評定

点

c 管理技術者評定点：管理技術者に係る評価項

目に対する得点から求められる評定点

ただし，創意工夫の余地の小さい業務について

は，創意工夫項目の採点を行わないこととしてい

るため，総合点と基礎点は同一の点数になりま

す。

ここに，創意工夫の余地の大小の判断基準は次

によることとしています。

（創意工夫の余地の大小の判断基準）

創意工夫の余地の大きい業務は，次のいず

れかを満たす業務とし，創意工夫の余地の小

さい業務は，当該業務以外の業務とする。

イ 一級建築士でなければできない設計，も
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しくは一級建築士または二級建築士でなけ

ればできない設計（設計の一部のみを発注

する場合を除く）

ロ 上記イ以外の業務のうち，業務の内容が

高度な知識または高度な構想力もしくは応

用力を必要とする業務

! 評定点の算出

業務内容に応じ，建築，構造，設備，積算など

の各分野のうち関連分野の採点結果に基づき，次

の考え方により評定点が算出されます。

（評定点）＝６５点（必要最低限の対応が見ら

れた場合の点数（標準点））

＋（採点結果に基づく加減点数

（３５点満点に換算した値））

ただし，設計等委託業務の内容は，例えば，業

務によって建築分野と設備分野のウエイトが異な

る場合があるなど多種多様であるため，加減点数

を算出する際の各採点者の配点比率については，

対象業務の内容に応じて定めることとしていま

す。

業務実績等の共有データベース
の構築について

国土交通省大臣官房官庁営繕部では，業務実績

等の共有データベース化を推進するためのパンフ

表―１ 標準採点表の評価項目と配点

項目 評価分類 評価項目 評価の視点
配点

調査
職員

検査
職員

業務実施体制 実施体制 １ ―

業務の全体把握 ０．５ ―

管理技術者の能力
（業務全体に関する評価）

工程管理（全体） ０．５ ―

業務の実
施能力

取り組み姿勢，責任感の強さ ０．５ ―

説明力（プレゼンテーション力），協調性 ０．５ ―

他分野との調整 ０．５ ―

主任担当技術者の能力
（担当分野に関する評価）

工程管理 ０．５ ―

取り組み姿勢，責任感の強さ ０．５ ―

説明力（プレゼンテーション力），協調性 ０．５ ―

基礎項目 業務履行中の説明資料（途中成
果物）に関する評価

記載の程度 ２ ―

途中成果物の内容 ２ ―

業務の実
施状況

調整および説明，対応の迅速性
打合せ内容の理解，記録 １ ―

指示，協議事項への対応 １ ―

与条件の理解，業務への反映
（設計提案）

与条件の理解，円滑な業務遂行，技術的検討 １．５ ―

仕様書，基準類の理解 １．５ ―

施工に関する一般的な知識（診断業務では評価しない） １ ―

業務目的
の達成度

記載の程度 ４ ４

業務目的の達成度 成果物の内容（積算業務，診断業務では評価しない） ４ ４

資料等の整理，指示，協議事項への対応 ― ４

小計 ２３ １２

合計 ３５

※積算業務，診断業務を単独で発注する場合は，小計，合計が異なる。

業務の実
施状況

調整および説明，対応の迅速性 設計提案等の説明（プレゼンテーション力） １ ―

創意工夫
項目

提案力，業務執行技術力
創意工夫，積極的な提案 １．５ ―

専門的な知識，法令等の理解，特定行政庁等との調整 １．５ ―

業務目的
の達成度

課題への対応
物理的条件，社会的条件 ２ ２

要望，コスト ２ ２

小計 ８ ４

合計 １２
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レットを作成・配布するなどして，広く公共建築

の発注者に対して，その重要性に関する理解を求

め，共有データベースの構築への参画を呼びかけ

ています（本パンフレットについては，国土交通

省のホームページの「組織別情報」→「官公庁施

設」→「施策紹介」からダウンロードできます）。

また前出の中央官庁営繕担当課長連絡調整会議

幹事会および全国営繕主管課長会議において，成

績評定結果の活用について「公共建築設計者情報

システム（PUBDIS）の活用を視野に入れたデー

タベース化に努める」ことが合意されています。

PUBDIS の再構築について

公共建築設計者情報システム（PUBDIS）は，

公共建築に関する設計者選定を支援するシステム

として，平成８年度から運用が開始されています

が，平成１７年６月に開催された営繕積算システム

等開発利用協議会（国土交通省，都道府県および

政令市により構成）において，セキュリティの強

化と操作性等の改善を目的として，平成１８年度ま

での２カ年度をかけて再構築を行うこととされま

した。

再構築に当たっては，業務実績等の共有データ

ベースとしての機能が強化されるとともに，デー

タの信憑性向上を目的としたデータ登録のルール

が定められています。

! 共有データベースとしての機能強化

設計等委託業務の業務実績データを設計者選定

に一層活用するためには，各発注機関の業務実績

が「漏れなく」データベース化されることが重要

です。このため，今回の再構築では「業務単位で

の」登録がより適切に行えるようになっていま

す。

従来から，国土交通省営繕部発注の一定規模以

上の設計等委託業務については，業務委託仕様書

上に PUBDIS への登録を義務付け，その実績が

「業務カルテ」として漏れなく登録されるように

してきたところです。しかしながら，旧 PUBDIS

の「業務カルテ」では，登録される情報が必ずし

も十分でなく，また協力事務所の記載ができず，

登録データの保存期間が不明確であるなどの問題

がありました。今回の新 PUBDIS では，それら

の問題が解消されるとともに「成績評定結果」の

（発注者による）入力が可能になっています。な

お，成績評定結果の共有化に関しては，各機関の

組織内に限定して閲覧・検索できるようにする

か，他の機関と共有化するかが選択できるように

設計されています。

" データの信憑性向上のための登録ルールの

明確化

「業務カルテ」データの信憑性を高めるため，

登録のルールが明確化されています。

具体的には，発注者の義務付けによる「業務カ

ルテ」登録には，発注者自身のデータ確認が必須

となり，設計等業務の受注者が仮入力したデータ

内容を，発注者が確認・押印してはじめてデータ

ベース上での閲覧・検索が可能になる仕組とされ

ました。

おわりに

公共建築の発注件数は民間建築に比べて著しく

少ない上に，既存ストックの有効活用が重要な課

題となっている現状にあって，その件数はますま

す限られることが見込まれるため，個々の発注機

関が自らの業務実績だけを評価して設計者選定を

行うには限界があります。

今後，国や地方公共団体等の公共建築発注者が

同じルールで設計等委託業務の成績評定を行うと

ともに，各機関による業務実績・成績評定の共有

データベースへの登録が促進されれば，各機関の

業務実績等が相互に参照できるようになり，発注

者はより多くの情報に基づいて適切な設計者選定

を行うことができるようになります。

適切な設計者選定が行われることによって設計

の品質が確保され，結果として公共建築の品質確

保につながると考えています。
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